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ご参考：IT業界ではハード市場の成熟と
共にソフト関連株式が急成長

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

MaaSを巡る動きは活発化

～注目される巨大なビジネスチャンス～

ここ半年の間に、大型の企業提携など
MaaS関連のニュースが次々と報じられる

各種報道など信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

【米株式市場でのIT業界における時価総額の2時点比較】

ライドシェアリングや自動運転タクシーといった、自動運転技術などを活用した新しい移動・輸送サービスで

あるMaaS（Mobility as a Service：マース）を巡る動きが活発化しています。MaaSへの注力を既に発表して

いるトヨタ自動車やGM、ダイムラーなどに続き、 8月にはフォルクスワーゲンが自動車メーカーからモビリティ

サービス事業者への転身を宣言するなど、世界の主要自動車メーカーのほとんどがMaaSに注力する方針を

打ち出しています。その後も、トヨタ自動車とソフトバンクがモビリティサービス事業などでの戦略的提携で合

意し、年度内に共同出資会社を設立するとの発表や、MaaSの要となる自動運転技術の開発で注目を集め

るテスラの市場予想を上回る好決算など、MaaS関連のニュースが次々と報じられており、今後、新たな技術

開発やサービスの実用化、収益拡大が期待されます。

ヒトやモノの移動は実体経済の動きすべてに関わるため、MaaSは私たちの生活を一変させる可能性を秘

めており、巨大なビジネスチャンスが拡がっているとして、幅広い産業から注目が集まっています。また、中国

や日米欧各国などでは、規制が足かせとならないように自動運転関連の法整備が急ピッチで進められている

など、今後、MaaS関連の開発・普及は官民一体で進められていくとみられます。

過去を振り返ると、IT業界では、PCなどのハードの成熟化と共に、それを「活用」するソフト関連企業が急成

長し、成長の軸足が「ハード」から「ソフト」にシフトしました。今後、自動運転技術の進歩などを背景に、移動・

輸送関連業界でも同様の変化が予想され、移動・輸送手段の「活用」に資するMaaS関連企業の飛躍的な成

長、業績拡大が期待されます。足元のハイテク株は、これまでの上昇が大きかったことなどから冴えないパ

フォーマンスとなっていますが、テクノロジーやイノベーションは経済成長に欠かせない要素です。自動運転

などの技術開発と企業の動きが本格化してきた今、高い成長性を有した中長期での資産運用にかなう投資

アイデアとして、MaaSに注目してみてはいかがでしょうか。

※上記銘柄について、売買を推奨するものでも、将来の価格の上昇または下落を示唆するものでもありません。また、当社ファンドにおける保有・非保有および
将来の銘柄の組入れまたは売却を示唆・保証するものでもありません。

ソフト関連株式：S&P500ソフトウェア・サービス指数
ハード関連株式：S&P500テクノロジー・ハード・機器指数

バイドゥとフォード、
自動運転に関連した
AI技術開発で提携

フォルクスワーゲン、
自動車メーカーから

モビリティサービス事業者
への転身を宣言

日産自動車・ルノー・
三菱自動車がグーグルと
自動運転を含む技術提携

日野自動車など、
高速道路でのトラック
隊列走行の実証実験を

発表

トヨタ自動車とソフトバンク、
ライドシェアリングや自動
運転などでの協業をめざし、
共同出資会社を設立へ

ホンダとGMが
自動運転による

ライドシェア専用車の
開発で提携
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（兆米ドル） ハード関連株式の
時価総額は縮小
したものの、ソフト
関連株式は拡大


